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Summary: At the last year's symposium, the first author presented a method for simultaneous system identification of thermal 
performance and ventilation characteristics using heat and carbon dioxide generated by intermittent combustion of kerosene heaters, 
which would be applicable mainly to detached houses. In addition, the verification of a two-story, two-room model by computer 
simulated measurement was described. We also used this measurement method in February 2022 at a hostel in Hakata, Fukuoka. 
Kerosene heaters were intermittently burned not only in the evaluated unit but also in the adjacent units located above, below, left, 
and right of the unit to be evaluated, and measurements were taken for 10 days. Because of the large heat capacity of the walls and 
slabs between units, we found that it was necessary to increase the heat generation, the measurement period, and the number of times 
the kerosene heater was burned in each unit. 
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１．緒言 

住宅の熱性能として，外皮の熱貫流的な性能と，建物

の熱容量による室温変化の均し効果，日射熱の取得性能

等が上げられる．実態の性能は，断熱材の経年劣化や熱

橋の影響や施工等の不確かさにも影響されるので，現場

測定法が必要である．しかし，壁体の熱容量の影響を除

き定常の熱貫流係数を求める問題，また外気温度や日射

量等の変動外乱，多数室的な状況，さらには換気や室間

の空気移動による熱流とは区別する問題等があるので，

多くの研究が為されてはいるが，標準化され，広く実用

化されている測定法は未だ無いようである． 
さらに総務省の統計によれば，近年の住戸数は，一戸

建てと共同住宅は半々ぐらいになっている．従って住宅

の熱性能現場測定法の適用対象は，戸建てだけでなく共

同住宅も多いと思われる．しかし戸建てに比べ，集合住

宅はコンクリート等の熱容量の大きな壁体で構成される

ことが多く，さらに評価対象とする住戸の上下左右方面

の隣住戸との間の壁体の熱貫流的な性能も，それぞれの

方面で分けて求める必要がある．そこで上下左右の隣住

戸の室温変化が，評価対象住戸の室温変化と十分違うよ

うにする必要もあると考えられる． 
 こうした問題がある測定法であるが，熱とトレーサー

ガスの多数室での移動系は回路網モデルでとらえ，どち

らの数学モデルも同様な連立常微分方程式モデルで表せ

る．そして熱性能や換気性状は，これらの連立方程式を

構成するシステム係数で表される．そこで，その連立常

微分方程式をそれらの係数に関する回帰式に変形するこ

とで，最小二乗法によるシステム同定理論を，信頼性評

価方法も含めて展開してきた． 
最初は多数室換気測定法を展開していた．測定システ

ムとしては三世代にわたり試作した．システム同定の励

振として，ガスボンベからのトレーサーガスを各室に数

分間から十数分間ほど放出し，数十分の停止を繰り返す．

各室の有効混合容積を持つ節点から成るガス移動回路網

のシステム同定モデルは，節点間は室間風量または換気

量でつながり，必要に応じ各室内で撹拌ファンを回せば，

実際のガス移動現象に比較的よく適合する． 
一方，伝熱系のシステム同定モデルも同様な熱回路網

で扱うが，各室の空気の熱容量以上に躯体等の熱容量の

影響が大きい．そこで躯体の熱容量の影響は，室の大き

めの相当熱容量として考慮する．このために低周波濾波

と呼んでいる 8 時間程の移動平均を全ての測定値に施し

てから最小二乗法を適用する様にした．また電熱発熱を

滑らかな正弦波形に制御して励振にしていた時もあった

が，実用性を考慮して灯油暖房器を用い，熱と炭酸ガス

の同時発生を利用し，換気測定と熱性能測定を同時に行
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える様にした．また多数室建物の伝熱モデルを，熱貫流

と空気移動に分けてシステム同定する一般的な方法を既

報[1]の理論に追加した[2]．ただし励振波形は矩形に近くな

るので同定精度が劣化する．しかし測定値には二重に移

動平均を施せば改善されることが，計算機の模擬測定に

よって分かった[2]． 
さらに 2021 年 12 月には，神奈川大学の構内にある測

定用の単室プレファブ小屋において，灯油暖房器を用い

て間欠的な発熱と炭酸ガス発生を行い，換気量と外皮の

熱貫流コンダクタンスを分けて同定する本測定法の予備

実験を行って，妥当な結果を得ている[3]． 
本論では，コンクリート系の集合住宅への適用の可能

性を探るため，建築形状的には似ている博多の某ホステ

ルで本測定法の実験を行う機会を得たので報告する．た

だし期待した測定結果ではなかったので，計算機の模擬

測定による原因と改善方法の検討についても述べる． 
 
２．本システム同定法と展開の経緯 

本測定法では，各室に断続的な励振として，灯油暖房

器による発熱と炭酸ガス供給を行い，室温とガス濃度の

状態値の変化を生成し，これらの状態値と励振および気

象条件等の外乱の測定を行う．夫々の拡散系の回路網モ

デルは，状態値に関する連立常微分方程式で表され，ガ

ス移動系は室間の風量と有効混合容積を，伝熱系は熱貫

流コンダクタンスと相当熱容量と日射熱取得係数等のシ

ステム係数を持つが，これらの係数を，最小二乗法の回

帰式に変形して推定し，また信頼性評価も行う理論を展

開してきた[4][5][6][7][8][9]．そしてこの計算プログラム SPIDS
を開発してきた． 
しかし回路網のシステム同定モデルが実現象に良く適

合するのは，トレーサーガスの多数室での拡散系である．

熱の拡散系では，室空気だけでなく壁体等の熱容量の影

響が大きい場合が多い．また日射量は，直接に室空気に

吸収されるのではなく，壁体の外表面等に吸収されてか

ら，遅れて影響する．従って室温の節点系だけのシステ

ム同定モデルでは実現象への適合性はよくない． 
そこで 2011 年頃になって，多数室熱性能測定について

は，励振発熱は矩形ではなく，3 日周期の間欠的な正弦

波形にし，全ての測定値に 8 時間程の移動平均を加える

ことで，良好なシステム同定結果が得られることが分か

った[1]．この移動平均を低周波濾波とも呼んでいる[1]．多

数室熱性能測定システムについては第二世代を試作[10]し

た．しかし電熱発熱を用いると，実住宅では加熱力不足

になり，十分な内外温度差が生成し難い場合が多いので，

実験さえも実施し難かった． 
一方，多数室換気測定法は比較的多く実験できた．第

一世代[5]，第二世代[11]，第三世代[12]を試作した．幾つかの

研究所や企業や大学で測定実験等[13]～[20]も行ってきた． 
しかしこれらの多数室換気測定での，炭酸ガスをボン

ベから供給する方法では，流量制御装置だけでなく，各

室へのガス供給の切り替え装置等も複雑で，長いチュー

ブ配管も煩わしく，実用性に問題が残る． 
そこで灯油暖房器を，熱と炭酸ガスの励振発生装置と

して利用し，伝熱と換気の性能の測定を同時的に行う方

法を検討し始めた[ 9]． 
灯油暖房器を用いれば，長時間の適切な燃焼には，仮

設でも給・排気換気装置が必要と考えられるので，壁体

の熱貫流だけでなく，空気移動による熱流は無視できな

くなる．従って熱性能と換気性状の同時測定は，むしろ

必要になる． 
一方，既報の研究[1]等により，多数室伝熱系のシステム

同定では，同定する熱コンダクタンスには，対称性等の

拘束条件を与えないと適切な結果が得られ難いことが分

かっている．しかし一般には，室間の両方向の風量は等

しくないので，対称性を仮定できるのは隙間風的に風量

が小さく無視できる場合等に限られる． 
また従来の熱性能測定法でも，測定中は機械換気を停

止し，隙間風換気の影響は小さいと見なし，熱貫流によ

る熱損失に含めて性能評価を行うことが多い． 
仮に，室間の非対称の隙間風的な風量が測定できたと

しても，単室扱いの簡単な場合を除き，一般の多数室系

では，壁体熱貫流と空気移動による熱コンダクタンスを

分けて同定する一般的な理論は未だ無かったが，前報[2]

では，多数室建物の伝熱モデルを，熱貫流と空気移動に

分けてシステム同定する一般的な方法を既報の理論[1]に

追加し，これを計算機実験で検証した． 
また多数室の熱性能測定法では，換気測定に比べ，長

い測定期間が必要となる．熱性能測定で考慮すべき室間

風量は，同じ長い期間での平均値が適切であるから，ガ

ス拡散系でのシステム同定期間も同じにする． 
室間の一般化熱コンダクタンスは両方向で二つあり，

これらは，対称性を持つ貫流の分と非対称の風量の分を

合わせて，二本の式が記述できる．これら二式を辺々差

し引けば，貫流は対称性を持つので消え，二つの一般化

熱コンダクタンスの差を，二つの風量の差で表す式が得

られる．これらを最小二乗法の拘束条件式として評価式

に加えるように改良した[2]． 
前報[2]では，灯油暖房器を励振発生に用いた場合は矩

形波に近くなるが，二重の移動平均を施せば改善される

ことも示した．矩形励振に一回だけの移動平均を施して

も角が残る台形になるが，二回目を施せば滑らかな曲線

になるからと考えられる． 
さらに最適の励振スケジュールの問題がある．初期の

多数室換気測定法では，一本のガスボンベから各室にガ

スを供給せざるを得なかったので，同時に複数室への供

給は困難だった．しかし室間のガス濃度変化の差は大き

い方が，最小二乗法の精度には望ましいと考えられる．

多数室の熱性能測定でも同様と考えられる． 

また室温もガス濃度も時間変化が必要である．このた

めに各室への熱とガスの供給は間欠的に行う．灯油暖房

日本建築学会　環境工学委員会　熱環境運営委員会 
第51回熱シンポジウム（2022/12/10-12/11）

50



器では，一定的な発熱量になるが，この燃焼時間の長さ

が問題になる．建物躯体等の熱容量が大きければ長くす

る．もし短い燃焼時間にすれば，室温に十分な反応が表

れないからである．同様に燃焼停止時間も関係する．最

適な燃焼停止時間については，同様な問題として，ガス

濃度減衰による換気回数の測定法における最適減衰時間

がある．これは理論的に導くことができる[ 7]．ガス移動

系では，最適減衰期間をTG [h]，換気量をQ[m3/h]，有効

混合容積をV [m3]として，(1)の関係式が得られている．

伝熱系では，壁の熱貫流率K [W/K･m2]，面積A[m2]で，

K･A [W/K]，相当熱容量はM [J/K]とすれば，(1)式になら

い，次の(2)式から最適停止期間TH [h]が計算できる． 

 

(Q/V)･TG =1.25                          (1) 
(3600･K･A/M)･TH =1.25                  (2) 

 

 何れも同定すべき未知数の係数を必要とするので，お

よそ予想される値から決定しておくことになる．またM
には壁の熱容量の半分程度と室空気を考慮する． 

 今までの計算機実験と実測定の経験では，熱性能測定

のためには，発熱継続時間は2日から3日で，停止時間

も同程度にとっていた．ただし軽量なプレファブ構造の

小屋では，6 時間ぐらいの発熱時間でも妥当なシステム

同定が可能な場合もあった．一方，換気測定を換気回数

が毎時1回程度の状況で行う場合は，各室で5分から20

分程度のガス供給時間として，停止期間は1時間程度に

していた．今回の熱性能測定を主目的にした発熱励振ス

ケジュールでは，換気測定に最小必要な時間に比べて非

常に長い時間になるが，測定期間全体での平均的な換気

量が同定されることになる． 

 

３．本測定システムの主な装置 

 灯油暖房器は図 1 の様な TOYOTOMI の RB-251 を用

いた．これは最大能力 2.5[kW](0.243[L/h])，タンク容量

4.9L，連続燃焼可能時間約 20 時間である．そして評価対

象室のみで図 2 に示すような A&D 社のデジタル台秤

FG30KBM の上に載せておき，燃焼による灯油の重量減

少を1分以内の間隔で測定していき，単位時間当たりの

燃料減少量から，発熱量と炭酸ガス発生量を求めた． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

重量変化から熱と炭酸ガスの発生量への換算方法は，

灯油暖房器メーカーから提供頂いた資料[21]による．重量

減少変化の元の測定データから1分毎の流率 g/s を求

めると，変動が激しいので，30 分の移動平均を施して

から1分間隔の変化量を求め，秒単位に変換した．発熱

量は 1[ g/s] あたり 43.06 [kW]となる．また炭酸ガス発

生量は 1[kW]あたり 3.994×10-5[m3/s]として発熱と炭酸ガ

ス発生の時間変化を計算した．なお，2日間の連続燃焼

が望ましかったが，燃料タンク容量から，途中で2回の

給油が必要となり，実際には10分程度の燃焼停止期間

が入った．こうした燃焼停止期間がシステム同定に及ぼ

す悪影響は，全ての測定値に8時間程の二重の移動平均

を施すことによる低周波濾波により，緩和されることを

期待した． 

 今回の測定では，上下左右の隣住戸との熱貫流コンダ

クタンスもシステム同定しなければならないので，評価

対象住戸と隣住戸間の十分に異なる室温変化をつくる必

要がある．そこで，４つの隣住戸でも同様な灯油暖房器

を，測定期間全体で，それぞれ連続的燃焼を2日として

1 回ずつ燃焼させた．なお評価対象住戸でも連続 2 日間

の燃焼を，2日間の停止期間を挟んで，2回繰り返した． 

 評価対象住戸と上下左右の5住戸に外気も加えた6空

間の空気温度と相対湿度と炭酸ガス濃度を，T&D 社の測

定記録装置おんどとりRTR-576 により，各空間に3カ所

ずつ設置して測定した．従って合計 18 個の RTR-576 を

使用した．もし3個のうち1個が他の2個に比べて異常

に異なる値を示している場合には，その測定器が故障と

見なし，データ分析から排除する様にした． 

 水平面全日射計は，屋上で昼は日陰になり難い場所に

設置した．外気の温・湿度と炭酸ガス濃度の測定機器も，

屋上で日射が当たらず風通しの良い場所に設置した． 

 各室で温・湿度，炭酸ガスはRTR-576 が3個で測定し

たが，これら三個を子機として，親機のRTR-500BW が，

データを収集し，インターネットで送信することができ

た．また各室ではRB-251 で加熱し，炭酸ガスを放出する

が，各室内では，温度とガス濃度が一様になる様に，2台

ほどのサーキュレータを常時稼働した．この撹拌機の位

置は，居間とミニキッチン台の上の2か所で，ドアを外

した浴室内も混合する様にした． 

 

４．測定実験建物の概要 

実験を行ったのは，福岡市にある某ホステルである．

本建物の断面図は図3に示す9階建てで，2階から9階

に客室があり，客室は1階あたり約12室ある．3階平面

図を図 4 に示すが，東南向きと北西向きの短辺 18[m]に
各6室があり，長辺の 26.4[m]の南西向きと北東向きの客

室に開口はない．平面図的な中央に 9[m]四方の吹き抜け

がある．殆どの客室は，玄関がこの吹き抜けに面し，バ

ルコニーの窓は外気に面している．そこで吹き抜けは外

気温に等しいとして分析を行った． 
図 1 灯油暖房器 

 RB-251 
図 2 デジタル台秤 

FG30KBM 
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熱・換気性能の評価対象室は3階の311号室である．

この室は，建物の内部吹き抜け側から見て，上下左右に

床スラブや室間壁を挟んで，上階の4階の411号室，下

階の2階の214号室，3階の左隣の310号室と右隣の312

号室がある． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 各階の階高は 2.8[m]ある．床・天井スラブのコンクリ

ート厚みは 0.13[m]程ある．室間の隔壁のコンクリートま

たはブロックの厚みは約 0.15[m]である． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 評価対象室311号室は浴室から玄関側の外に向け100φ
の機械排気ダクトがあり，一方外気は玄関側から 150φダ
クトで自然吸引され寝室の給気口から屋内に入る．図 5
の 311 号室の平面図と前述の階高から，室の空間容積は，

約 50 [m3]よりも家具物品等の分だけ下回ると思われる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

５．ガス移動と熱移動のシステム同定モデル 

 どちらの拡散系も節点系のシステム同定モデルとして

表される．ガス移動系のシステム同定モデルを図 6 に示

す．i 室のガス濃度[m3/m3]は xi，giは i 番ガス発生源のガ

ス発生量[m3/s]で，これらの 1 分毎の測定値をシステム同

定プログラム SPIDS-G に与える．求める係数の，ci,jは j
室から i 室への風量を意味し qi,j [m3/s]とも表す．またmi,i

は i 室の有効混合容積で vi,i [m3]とも表す．さらに ri,jは，

j番のガス発生源から i室への入力率あるいは単位換算係

数で 1 を与える． 
熱移動系のシステム同定モデルは図 7 に示す．xiは i 室

の室温[℃]，giは i 番発熱源の発熱量[W]で，システム同

定プログラムSPIDS-H に与える．求める係数の ci,jは j 室
から i 室への一般化熱コンダクタンスであり，空気移動

による分は風量 qi,j [m3/s]として ci,j=cp･ρ･qi,jである．壁体

熱貫流等の分は対称性があり，ci,j=cj,iである．またmi,iは

i 室の相当熱容量[J/K]である．さ

らに水平面全日射量を g2として

日射熱取得係数 r1,2を同定する．

図 7 の右は吹き抜け空間から見

た断面図である．評価対象の 311
号室と，この上下左右の 411，
214，310 と 312 号室の間は，壁

体の熱貫流コンダクタンスだけ

とする．なお特に熱貫流である

ことを強調するために ci,jではな

く，U-value にならい記号 ui,jを用

いる場合もある． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
まず SPIDS-G により換気風量 q1,2 (=q2,1)および有効混合

容積 v1,1を同定する．次にSPIDS-H に，その換気風量 qi,j

を与えて，外皮や隣住戸間の壁体の熱貫流コンダクタン

スui,j，相当熱容量mi,iおよび日射取得係数ri,jを同定する． 
 
６．試した灯油暖房器燃焼のスケジュール 

 前述した様に，適切なシステム同定を行うためには励

振のスケジュールが重要であるが，未だその決め方は十

図 3 ホステルの断面図 

図 5 評価対象の 311 号室 

311号室 

図 6 ガス回路網の 
システム同定モデル 
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図 4 ホステルの 3 階平面図 

図 7 熱回路網のシステム同定モデル 
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分には分かっていない．さらに熱容量の大きな躯体を持

ち，外気温とだけでなく，上下左右の隣住戸の室温の影

響も考慮するので，図 8 のスケジュールを考案した後に，

NETS による模擬測定で確認を行った．ここに横軸の第

何日の縦目盛線は発熱開始の 18 時となる． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
測定期間は，システム同定精度から長くしたいが，反

面に経済的な観点から，なるべく短くした案である．評

価対象室は今までの経験から 2 回の励振だが，隣住戸へ

の励振は 1 回に抑えた．事前の計算機の模擬測定では，

灯油暖房器の発熱はカタログの 2.5 [kW]を仮定した．な

お実際には 2 日間の連続燃焼は困難なので，途中 2 回の

10 分程の給油による停止時間が生じた． 
 

 

７．実際の測定データとシステム同定結果 

 データ分析に利用できる測定データの期間は，2022
年 2 月 8 日 18 時から，2 月 18 日の 18 時までの 10 日間

であった． 
 
7.1 ガス移動系の測定データとシステム同定結果 

電子秤の 1 分毎の出力は変動するので，前述の 30 分

の移動平均を施してから，今回の発熱量の算出は，燃焼

時間をT1 [min]とし，この間に重量がWs1 [g]からWe1 [g]
に減少したとして，平均消費量は (Ws1－We1)/T1 [g/min]
とした．従って発熱量と炭酸ガス発生量は矩形波形とし

た．311 号室の炭酸ガス濃度変化と共にグラフ化したの

が図 9 である．橙色の線が右軸のガス発生量[×10-6m3/s]
である．青色が左軸のガス濃度[ppm]であり，緑色は外

気濃度で，ほぼ一定値の約 500 [ppm]である． 
給油で消火する約 10 分間に，ガス濃度が急激に下が

るが，全ての測定値には，8 時間の移動平均を二重に施

すので，大きな悪影響はないと思われた． 
 SPIDS-G にこれらの測定値を与えて，測定全期間での

平均的な換気量を同定した．この結果，幾何的な室容積

は約 50[m3]に対し，有効混合容積は 31.9[m3]で，換気風

量は 96.2 [m3/h]となった．これを熱性能のシステム同定

計算のSPIDS-H に与える． 
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図 8 励振スケジュール(計算機模擬測定で検討) 

図 9 評価対象室の 311 号室の炭酸ガス濃度変化とガス発生量 

図 10 評価対象の 311 号室の室温変化と励振発熱及び水平面全日射量 
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7.2 熱移動系の測定データとシステム同定結果 
灯油の消費量の測定値から発熱量を算出して描けば，

図 10 の中の赤の変化曲線になる．赤線の矩形は，約 2.0 
[kW]を少し上回る程度の発熱量であり，事前のNETS
による模擬測定では発熱量を 2.5[kW]としたので，実際

には予定より小さい発熱だったことになる．青色線は

311 号室の室温，黄色線は外気温，灰色線が水平面全日

射量である．311 号室と隣室で，発熱の影響が少ない測

定開始と終了時の室温が 13[℃]程度であり，途中で最高

室温となって 27[℃]程度であるから，最大の室温変化幅

は約 14[℃]である． 
次に評価対象の 311 号室と上下左右の隣住戸の全 5 室

の室温変化を外気温変化と共に描いたのが，図 11 であ

る．これを見ると 214 号室と 312 号室の室温変化が，他

の室に比べて不自然な変化をしている．これらの室で

は，1 回目の給油までは室温が低めの推移を示してい

る．これは高い炭酸ガス濃度を避けるために，燃焼強度

を弱めたか，窓等の開口を少し開ける等を行ったからと

思われる．しかし住戸間の温度差は十分に必要である．

事前の十分な機械換気量の確認と，一定的な燃焼力と，

給油の燃焼停止時間の短縮化等を図る必要がある． 
 これらの測定値を SPIDS-H に与えて得られたシステ

ム同定結果を表 1 と表 2 に示す．表 1 は 311 号室と外気

の換気量 qi,jと，隣住戸および外気との一般化熱コンダ

クタンス ci,jと，熱貫流コンダクタンス ui,jを示す．隣住

戸との間の熱貫流の ui,jには，ほぼ 0 も見られ，外気と

の ui,jも小さく，不合理な同定結果である． 
 
 

 
310 と311

号室 
(1,2)節点間 

312 と311
号室 

(1,3)節点間 

411 と311
号室 

(1,4)節点間 

214 と311
号室 

(1,5)節点間 

外気と 
311 号室 
(1,6)節点間 

q(i,j) 
[m3/h] 0 0 0 0 96.2 

c(i,j) 
[W/K] 0.001 70.0 0.001 71.6 44.8 

u(i,j) 
[W/K] 0.001 70.0 0.001 71.6 12.5 

 

 表 2 の日射取得係数の同定結果は 0 であるが，日除け

の設置等で大きな影響は受けにくい状況であり，また非

負最小二乗法の働きもあると思われる． 
 
 

日射取得係数 

[m2] 
相当熱容量 

[kJ/K] 
決定係数 

COD 

ｼｽﾃﾑ同定の 

前提の 

不適合率β 

0.00 1100 0.956 2.45 

 
7.3 システム同定結果による予測室温と測定室温比較 

 同定結果の熱貫流コンダクタンス，相当熱容量，換気

量等から成る熱・換気回路網モデルに，測定値の外気

温，水平面全日射量，隣室温度の変化と 311 号室の燃焼

発熱量等の変化を与え，室温の変化を計算した．そして

測定室温の変化と比較するグラフを描いてみた．このグ

ラフを図 12 に示す．大局的な変化は，両者は似てはい

るが，311 号室への加熱期間の後の方などは違いが大き

い． 
 
８．発熱励振とスケジュールの再検討 

 不合理な結果が得られた原因を探り，改善方法を検討

した．NETS により様々な励振条件で模擬測定を行っ

た．熱・換気・ガスの連成回路網のうち，熱回路網モデ

ル作成画面を図 13 に示す． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

表 1 熱性能のシステム同定結果 

表 2 熱性能のシステム同定結果と信頼性評価指標 

図 11 評価対象 311 号室と上下左右の隣室と外気温の変化 

図 13 模擬測定値を生成する熱回路網モデル 
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 本建物の設計資料からNETS モデルを作成した．なお

実測と異なり 311 号室に日除けは付けていない．図 13
の様に，熱容量を持つ沢山の節点モデルであるが，311
号室と隣住戸や外気との熱貫流コンダクタンスは，

NETS の定常熱負荷計算機能で正確に分かるので，これ

らをシステム同定の正解値として，励振方法の優劣を判

断する．換気回路網は，機械排気量を 112 [m3/h]の固定

風量とし，成り行きのダクト給気と隙間風が生じるモデ

ルとした．気象条件は，標準気象データの福岡の外気温

と法線面直達と水平面拡散の日射量を用いた．実測の

10 日間の測定長さに合わせて，2 月 1 日 0 時から 2 月

10 日 24 時までの模擬測定結果を生成した．ただし計算

開始時の助走期間の 2 日間は経ている．励振回数を増や

して測定期間を 18 日とした図 14 の場合は終了日が 2 月

18 日 24 時である．計算時間間隔は 1 分とした． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 試した条件と結果は表 3 にある様に，灯油暖房器が当

初の予定の通りに 2.5 [kW]発熱した場合がA とし，実態

の発熱量に近い 2.0 [kW]の場合がB とする． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 さらに図 14 の励振条件は，基本的には図 8 で示す当初

の期間を 2 倍にしたものに近い．ただし 2 回に増えた隣

住戸発熱の 311 号室への影響が，311 号室自身の 2 日間

の発熱期間において，前半と後半の両方に交替して及ぶ

ように，なるべく多様な発熱状況になる様にした．この

励振条件はC とした． 
 表 3 では熱性能の同定結果だけ示すが，換気量の同定

結果は，A，B，C 何れの条件でも約 111[m3/h]となり妥当

な結果となった．同表中に示す「正解値」とは，前述し

た様に，NETS の定常熱負荷計算機能により算出される．

「日射熱取得係数」と「相当熱容量」の「正解値」は，

未だ合理的な計算法が不明確なので省いた． 
 2022 年 2 月の実測では，実際の発熱量は 2.0 [kW]のB
の条件に近く，不合理な同定結果となった．この条件 B
の模擬測定のシステム同定結果でも，２つの隣住戸との

熱貫流コンダクタンスが非常に小さく，代わりに外気と

の熱貫流コンダクタンスが正解の 2 倍近い等の不合理が

ある．しかし仮に 2.5 [kW]の発熱とした条件A の模擬測

定の同定結果には大きな不合理は無い． 
 この成功した条件 A から，必要な発熱量Hg を概算す

る方法を考える．評価住戸と外気および隣住戸の，壁の

熱貫流率×面積=UA[W/K]と，比熱 cp[J/kg･K]と密度 ρ 
[kg/m3]の換気量Q[m3/h]による cp･ρ･Q / 3600 [W/K]に，必

要内外相当温度差のΔθ [K]を乗じた値が，発熱量Hg[kW]
に等しいとすれば次の(3)式が記述できる． 
 

Hg = (UA+ cp･ρ･Q / 3600)･Δθ             (3) 
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図 12 熱移動系のシステム同定結果による予測室温と測定室温比較 

図 14 改良励振スケジュール 
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表 3 別の励振条件での模擬測定のシステム同定結果 

 
310 と 311 号室 

(1,2)節点間 
[W/K] 

312 と 311 号室 
(1,3)節点間 

[W/K] 

411 と 311 号室 
(1,4)節点間 

[W/K] 

214 と 311 号室 
(1,5)節点間 

[W/K] 

外気と 311 号室 
(1,6)節点間 

[W/K] 

日射熱 
取得係数 

[m2] 
相当熱容量 

[kJ/K] 決定係数 

同定係数 u(1,2) u(1,3) u(1,4) u(1,5) u(1,6) r(1,2) m(1,1) COD 
正解値 59.6 44.1 70.1 70.1 52.8 - - - 

A:2.5kW10 日間 59.1 54.7 78.9 79.5 53.7 0.0855 6771 0.953 
B:2.0kW10 日間 0.00155 0.813 15.2 17.4 112.8 1.1 7887 0.845 
C:2.5kW18 日間 62.1 54.3 73.7 75.8 52.9 0.197 6463 0.954 
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 この(3)式から必要内外相当温度差 Δθ を計算する．表

3 の正解値からの UA 値を用い，換気量 112[m3/h]および

発熱量Hg = 2.5 [kW]を用いて，(3)式からΔθは 7.48 [K]と
なる．これを安全側に丸めて 8 [K]とする．このΔθ=8 [K]
とした(3)式により，必要発熱量 Hg が見積れる．この場

合はHg=2.6 [kW]となる．ただし (3)式による見積もり方

法がどの程度一般性があるかは未だ定かではない． 
 さらにシステム同定精度の向上をめざした条件Cの表

3 の結果を見ると比較的に正解値に近い．評価住戸も，

隣住戸への発熱励振の回数も，2 倍にすることで，測定

期間は長くなるが，改善される様である．また隣住戸と

評価住戸の其々の 2 日間の発熱期間を完全には重ねずに，

1 日間のずれを設ければ大丈夫な様である． 
 
９．結言 

 某ホステルにおいて本測定法の実験を行ったが，灯油

暖房器の発熱量が不十分だったり，隣住戸の昇温が不十

分だったり，燃焼スケジュールが不十分だったりして合

理的な結果は得られなかった． 

 灯油暖房器を用いた実用的な換気と熱性能の同時測定

法ではあるが，実施方法には工夫が必要である．また壁

体や床が大きな熱容量を持つ集合住宅が故に，適切な発

熱励振とそのスケジュール等に関する問題が顕在化し，

次の様なことが分かった． 
[a] 灯油暖房器の利用方法 
 外気や隣住戸との十分な内外相当温度差 Δθ がつくよ

うに，(3)式で見積もる発熱量の暖房器を用いる．途中の

給油で 10 分程の発熱停止をすると，低周波濾波の 8 時間

の移動平均を二重に施しても悪影響は残る．そこで，次

に交代する電子秤に載せた灯油暖房器を傍に待機させて

おく等により，短い停止時間で継続的な燃焼をすること

が望ましい． 
[b] 適切な灯油燃焼のための機械換気 
 灯油燃焼で大きな発熱量を得れば，伴って大量の炭酸

ガスも生成される．従って不完全燃焼を起こしたり，数

分間人が室内に入って危害が及んだりしない程度の高濃

度は許容し，常時一定的な機械換気を稼働する． 
[c] 灯油暖房器の燃焼スケジュール 
 ・燃焼期間は短くとも 2 日間とする．また燃焼停止期

間は(2)式以上で，短くても 1 日は設ける．・測定全期間の

始めと終りに 1 日程度の自然室温期間を設ける．・評価対

象住戸も隣住戸も測定期間内で 2 回以上の発熱励振が望

ましい．・測定期間短縮化のため，評価対象住戸の 2 日の

発熱期間と，隣住戸の発熱期間が 1 日だけ重なっても，

2 日全部が重ならなければよいと思われる． 
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